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健康で安全な生活を送ることは、私たち全員に共通する願いであることは間違いありません。２

１世紀に入り、地球環境の保全という日々増大する使命が私たちの生活に加わりました。これに

よって、健康で安全、かつ、エネルギー消費の少ない生活が非常に重要になってきています。 

私たちにとって「住まい」は、日常生活と社会の最も重要な基盤です。７０年代、海外から「ウ

サギ小屋」と称された私たちの住まいは、８０年代以降の政策的取組により、世界のトップレベ

ルの住環境に比肩される状況になってきていると言われます。新築戸建住宅の平均床面積は 140

㎡、米国の 180 ㎡台には及ばないとはいえ、むしろ狭い国土での健闘を称賛されるべきだと思わ

れます。ところが、住宅の耐震性・防火性とならぶ重要な性能といえる断熱性能については、欧

米各国と比べ著しく劣っていることが明らかになっています。 

住宅の断熱性が省エネルギー性に大きく関係していることは自明ですが、近年の研究で、私た

ちの生活における健康性とも関係していそうなことが明らかになりつつあります。これは私たち

の国民生活の根底に関与する非常に大きな知見です。 

この社会には、冬季屋内の温度差によるヒートショックを原因として健康を害し、介護の必要

な状態になる高齢の方々が少なくないことも明らかになってきています。すでに日本は高齢化社

会に入ってきており、さらに世界に例を見ない速さで今後も進行していくことは明らかです。こ

れに伴い現在でも、要介護者は４００万人を超え、介護費用（保険）も７兆円/年を超えている

のが現状です。住宅内のヒートショック事故の原因を放置すれば、介護状態になってしまう“不

幸なお年寄り”が激増するだけでなく、これを支えるための現役世代の社会的費用負担も膨大な

ものになってしまいます。 

また、健康性への影響は高齢者のヒートショックだけではないようです。子供から成人まで、

咳・のどの痛みといった症状や、様々なアレルギーの発症が断熱化された住宅では減少する可能

性が高いことが示されてきています。 

住宅を断熱化することで、省エネルギー性を向上するだけでなく、社会全体で健康な人を増や

し、予病や予防介護につながる可能性が高くなってきていると言えます。 

断熱化の進んだ欧米の住宅では、このようなヒートショック問題はほぼ根絶されています。ま

た、最低室温規定のような、住環境としての質の評価に温度を加える傾向も世界的な流れにあり

ます。 

このような状況を背景に、住宅における健康・省エネの問題を一般消費者の目線から解決する

ために、建築学・医学の専門家や実務者に加えて、消費者団体の参画を得て、情報共有→諸問題

の議論・調査・研究→情報発信・提言し、縦割りの行政・政策からは解決しにくい諸問題を、消



費者の目線から点検・調査・検証して問題解決の突破口とすることを目標として、「健康・省エ

ネ住宅を推進する国民会議」の設立を企図しました。具体的な活動方針は以下です。 

① 住宅性能が居住者の健康に及ぼす影響等、住宅と健康に関わる諸問題を一般消費者の目線

から点検・検証する。 

② 建築学と医学がそれぞれの専門分野の枠を越え、住宅性能と居住者の健康との関係等、確

固とした調査によるデータを取得して知見を蓄積する。 

③ 住宅の品質の追求に加え、閉塞状況の住宅市場の打破のために、断熱化の効果に対する新

しい側面の研究・商品開発を促す知見を提供する。 

④ 本会議の活動で得られる最新の知見は、会議参加者、一般消費者に広く発信するとともに、

住宅政策の根幹をなす建築基準法・住生活基本法や賞エネルギー基準、もしくは新しいガ

イドライン等に生かされるよう、関係機関（国、自治体等）にも積極的に提言する。 

関係参画者全てが、上下のない水平な関係の中で、最新の情報の収集整理の場として、それぞ

れの立場から自由に議論できる場として、活用されることを期待します。 

皆様の積極的な関与を心から祈願いたします。 

 


